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1. はじめに

鉄⾻造建築物の接合部は、断⾯の幅、断⾯のせい、部材の
交わる⾓度、等によって多種多様なものとなり、標準的な
接合部ディテールをそのまま適⽤できない場合も多い。
本研究では、これまでに構造性能等がほとんど確認され

ていない複雑な接合部を対象に実験的検討を⾏うとともに、
これらを構造形式、部位別に分類し、推奨事例としての例
⽰仕様を検討し、接合部ディテール例⽰資料集を作成した。 左右の梁せいが異なる場合の実例

2. 複雑な鉄骨造接合部の力学特性に関する実験検討

（1）鉛直ハンチ梁及び段違い形式の接合部に関す

る実験

（2）勾配を有する梁と柱の接

合部に関する実験る実験

左右で梁せいが異なる場合
には、鉛直ハンチ梁形式や段
違い形式の接合部となるため、
図のような段違い形式や鉛直
ハンチ梁端接合部試験体の載
荷実験を行い れらの力学

段違い
（ダイアフラム）形式

合部に関する実験

体育館や工場等で用いられる
山形ラーメン骨組を対象に、接
合部パネルの形状やスカラップ
等の影響を検討した。

荷実験を行い、これらの力学
特性や補強スチフナの影響等
を明らかにした。

梁段差形式の柱梁接合部

鉛直ハンチ形式

ダブラープレート

No.1 No.2 No.3

（3）梁が偏心接合する接合部に関する実験 カバープレート

縦スチフナ

試験体形状一覧

No.4 No.5 No.6

（3）梁が偏心接合する接合部に関する実験

外側

実際の建物では外周架構において梁と柱の外縁を合わ
せる形で接合(偏心接合)されることが多い。これらの影
響を検討した。

・偏心の影響で梁が取り付く
外側のパネルが先行降伏
する

No.1～No.4はパネ
ル部のせん断座屈

No.5～No.6はパネル
部に大きな損傷無し

e
Ｄ c 柱

内側

梁 梁

外側 内側

梁偏心接合の状況

する。

・塑性化後は内外のパネル
の変形は同程度に近づき、
塑性設計の観点では偏心
の影響は大きくない。 実験後の試験体の状況
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2. 複雑な鉄骨造接合部の力学特性に関する実験検討（つづき）

（4）ブレース端接合部に関する振動台実験
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a試験体（ブレース端と梁
端の接合部を分離）

b試験体（偏心させガ
セットの有効断面確保）
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振動台実験の加振装置セットアップ
振動台実験の結果
（慣性力-層間変形角関係）

接合部ディテールが異なる試験体一覧

c試験体（ブレース
と梁の接合兼用）

d試験体（梁端剛接） 振動台実験を行い、ブレース端部接合部ディテールがブレース骨組
の応答変形に及ぼす影響が大きいことを明らかにした。

3. 複雑な鉄骨造接合部ディテール例示資料集の作成

上記の実験結果等も
引⽤し、標準的ではな
い接合部を対象にして、
構造形式や部位別に分
類した接合部ディテー
ル例⽰資料集を建築研
究資料No.143号として
作成、公表した。
対象部位毎に、接合対象部位毎に、接合

部ディテールと検討課
題を⽰し、それに対応
する推奨ディテールや
設計上の留意事項等を
⽰している。

接合部ディテール例示資料集の内容の一例（柱絞り部段違い形式ディテール）

本検討は、平成22〜23年度の国土交通省建築基準整備促進事業の調査項目「5.鉄骨造建築物の基準の整備に資

する検討」の事業主体（宇都宮大、大阪工業大、千葉大、東京工業大、京都大、北海道工業大）と（独）建築研究所との
共同研究の一環として行われたものです。


